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１．R6年度取り組み自治体のコメントから見えてくること

令和6年度の事業承継支援体制構築事業に参加した自治体が集まり、
令和7年3月12日に成果発表とディスカッションが行われた。
その内容をふまえると、次のような特筆事項が見えてくる。
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地域を盛り上げてきた代表的な産業
の火を消さないために、特に弱くなっ
た工程を支え、サプライチェーンを守
りたい。

地域の産業を守りたい

事業を親族か第三者に引き継がせ
ることがゴールではない。

事業者が成長して、地域経済に貢献
してもらうことを真の目標としたい。

目標は地域活性化

自治体は、発信物、窓口対応などで、
事業者と様々な接点を有する立場に
あるため、事業者の認知不足を解消
し、行動を促す役割を担いたい。

接点を増やす役割を担いたい

事業者を実務的に支援するのは、
構成機関とセンター。

専門外分野を行動レベルで知るに
は時間をかけた交流が必要。

構成機関との連携は手探り

特に関市、高岡市 特に岡崎市、四日市市

全市が同様 全市が同様



２．事業承継に限定しない総合的な支援の枠組みづくりへ

事業承継のみを括りだしても、本来あるべき姿の支援の枠組みとはならない。
例えば以下の様な観点で考えていくことが重要であり、そこには、「地域の活性
化」という重要なキーワードが存在する。役割分担しつつも相互に補完が必要。
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事業者が事業を成長さ
せていくための支援
・事業者向けセミナー、研修
・経営、販促、資金相談等
・ハンズオン支援

創業を促進し、創業者
を育成するための支援
・事業者向けセミナー、研修
・マーケットリサーチ
・創業者マッチング

地域の産業を盛り上げ
ていくための支援
・地域内サプライチェーン強化
・有力事業者の誘致
・事業者の交流の場の提供

働きやすい、生活しや
すい街づくりの促進
・ライフラインの整備
・子育て施策
・福祉施策

事業承継・M&Aを考え
る場づくりの促進
・窓口の設置
・情報の発信
・情報を得る場の提供

事業承継・M&Aを進め
るための支援
・情報の整理と説明
・事業承継計画の策定
・事業者マッチング

地域活性化
自治体中心

構成機関中心
線引き対応ではなく、互いを知り、相互に補完が必要！



３．構成機関と自治体の連携を円滑にするために

岐阜県内の様々な地域で、関市と同様の取り組みを進展させるためには、
次のイメージを持つことが重要となる。
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具体的には、自治体の発信（窓口相談等）を浸透させるために、構成機関
が保有ネットワークを活用して協力し、一方で、構成機関が持ち込んだ事
業者情報は、構成機関が欲しい内容（持続的に寄り添う支援につながる
共有事項）でフィードバックできるようにしていき、一方通行とならない、コ
ミュニケーションの行き届いた連携を醸成する。

その連携が手探りであるのは当然であり、自治体と構成機関、さらには、
構成機関同士をつなぐ「ハブの役割」が重要となる。
中小機構がセンターとともに担い、円滑な連携につなげていきます。

円滑に進めるために最も必要な要素は、「役割分担」ではなく、「相互補完」。
「相互補完」が進めば、「役割分担」がスムーズに機能し、推進力が増す！


